
 

 

 

令和 6年度山梨西部広域環境組合一般会計歳入歳出決算意見書 

 

1 審査の概要 

審査対象 

○ 歳入歳出決算 

令和 6年度 山梨西部広域環境組合一般会計 

○ 決算附属資料 

①歳入歳出決算事項別明細書 

②実質収支に関する調書 

③財産に関する調書 

 

2 審査の期間 

   審査実施日 令和 7年 8月 21日 

 

3 審査の方法 

審査にあたっては、管理者から提出された令和 6 年度の歳入歳出決算書及びそ

の附属資料が、関係法令に準拠して作成されているかを確認し、計数に誤りがない

か、予算の執行が適正、かつ、効率的になされているか等に主眼をおき審査を実施

した。 審査では、それぞれ関係職員から課所属の主要事業概要・決算書・決算関

係資料により、執行状況の説明を受け事情聴取をする中で、必要に応じて関係課

所管の帳簿、証拠書類と照合しながら審査を実施した。 

 

4 審査の結果 

審査に付された令和 6年度一般会計の決算書及びその附属資料は、いずれも関

係法令に準拠して作成されており、その計数は関係諸帳簿その他証拠書類と照合

し、正確であるものと認められた。 

また、決算内容及び予算の執行状況についても、適正に執行されていると認めら

れた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

〇 監査委員の意見・指摘事項 

 

審査では、決算書等提出資料に基づき、当組合の決算状況を聴取する中で、

関係諸帳簿・関係書類を審査したところ、関係法令等に基づき適切な事務処理

がなされており、特に問題はなかった。 

令和 6年度の一般会計の決算額は、歳入決算額は 317,057,764円、歳出決算

額267,980,274円で、歳入歳出差引残高の形式収支は49,077,490円であるが、

そのうちの 1,239,700 円が繰越明許費（一般財源)と 321,713 円が事故繰越し

（うち 300,000 円が組合債、21,713 円が一般財源）であり、実質収支額は

47,516,077円である。 

一般会計の歳入決算額の主な要因は、組合を構成する 5市 6町からの負担金

209,688,000円（66.1％）、循環型社会形成推進交付金の国庫支出金 10,668,000

円（3.4％）、前年度繰越金 18,073,231 円（5.7％)と、組合債 77,700,000 円

（24.5％）であった。 

続いて、歳出決算額の主な要因は、職員給与関係（11名分）と会計年度任用

職員報酬（1名分）の人件費で 94,428,876円（35.2％)、総務管理費の例規シ

ステム保守管理業務委託及び建設事業費におけるごみ処理施設基本設計策定

及び発注支援業務委託等の委託料が 70,242,270円（26.2％）、公会計システム

等各種リースの使用料及び賃借料が 7,580,108円（2.8％)であった。 

また、公共用地先行取得事業費におけるごみ処理施設建設用地購入費及び物

件移転補償費として 77,421,152円（28.9％)の支出をしている。 

繰越明許費の 1,239,700円については、環境影響評価補正評価書公告新聞掲

載料 375,100 円と環境影響評価書等作成支援業務委託 864,600 円の委託料で

あり、事故繰越しの 321,713円については、公共用地先行取得事業費における

物件移転補償費である。 

不用額の主な要因としては、建設事業費の新ごみ処理施設建設に伴う各々の

委託料の入札及び公共用地先行取得事業に伴う地権者との契約並びに公債費

の借入額確定による差金であった。これからも設計や積算根拠等に留意し、適

正な入札・契約業務を実施されたい。 

最後に、ごみ処理施設建設に伴う大規模な予算編成や工事の進捗により、今

後解決すべき課題や困難な状況等が予想されますが、令和 13 年度の施設稼働

に向けて職員の皆様方には、今後の更なるご活躍を期待したい。 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

〇令和 6年度 決算総括表 

                                           （単位：円／％） 

会計名 予算現額 
歳 入 歳 出 

差引残額 
決算額 執行率 決算額 執行率 

令和 6年度 380,659,000 317,057,764  83.29 267,980,274 70.40 49,077,490 

令和 5年度 632,649,800 491,271,892 77.65 473,198,661 74.80 18,073,231 

対前年度 

増減額 
△251,990,800 △174,214,128 － △205,218,387 － － 

対前年度 

増減率 
60.17％ 64.54％ － 56.63％ － － 

翌年度繰越額（繰越明許費）  1,239,700円 

              （事故繰越し）     321,713円 

 

〇負担金総括表  

                                           （単位：円／％） 

構成市町 令和 6年度 令和 5年度 増減額 増減率 

韮崎市 19,164,000 13,738,000 5,426,000 139.50 

南アルプス市 43,146,000 30,929,000 12,217,000 139.50 

北杜市 28,062,000 20,116,000 7,946,000  139.50 

甲斐市 46,622,000 33,420,000 13,202,000  139.50 

中央市 20,440,000 14,652,000 5,788,000 139.50 

市川三郷町 10,634,000 7,623,000 3,011,000 139.50 

早川町 2,558,000 1,834,000 724,000 139.48 

身延町 8,237,000 5,905,000 2,332,000 139.49 

南部町 6,155,000 4,412,000 1,743,000 139.51 

富士川町 10,349,000 7,418,000 2,931,000 139.51 

昭和町 14,321,000 10,266,000 4,055,000 139.50 

合計 209,688,000 150,313,000 59,375,000 139.50 

 

○基金現在高一覧表 

 （単位：円）  

基 金 名 
令和 6年度末 

現在高 

令和 5年度末 

現在高 

対前年度末 

増減額 

財政調整基金 60,413,000 52,533,000      7,880,000 

 

 



 

 

 

令和 ７ 年 ９ 月 １ 日 

 

 

山梨西部広域環境組合    

                                                     

監査委員 小泉 雅人     

 

同   戸栗 淳      

 

 


